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（文教くらし委員会）

請願第６号

高校生の県外流出率全国ワースト１改善のため、県立高校の募集生徒の定

員増枠を求める請願

紹介議員 山村 幸穂

《要 旨》

奈良県教育委員会の「県内公立中学校卒業予定者の進路志望調査」によると、近年の高

校進学志望者数に占める県内公立高校志望、県内私立高校志望、県外高校志望の割合はそ

れぞれ、

平成２９年３月卒業予定１１，２４２人のうち県内公立９０．９％、県内私立３．０％、

県外４５８人４．０％。

平成３０年３月卒業予定１０，８３４人のうち県内公立９１．１％、県内私立２．８％、

県外４４５人４．１％。

令和元年３月卒業予定１０，７２８人のうち県内公立９０．３％、県内私立２．８％、県

外４７３人４．４％。

令和２年３月卒業予定１０，２０３人のうち県内公立８８．７％、県内私立３．３％、県

外５３９人５．２％である。

一方、「高等学校入学者分析表」によると、県内中学校卒業生徒数と高校進学者数、そ

のうち県外高校への進学者数と高校進学者に占める県外進学の割合(流出率)は、年度ごと

にそれぞれ、

平成２９年３月卒１３，４４４人のうち高校進学者１２，９４９人、そのうち県外進学者

は１，３７３人で１０．６％。

平成３０年３月卒１２，９５７人のうち高校進学者１２，５２５人、そのうち県外進学者

は１，４２２人で１１．４％。

令和元年３月卒１２，８４７人のうち高校進学者１２，３７５人、そのうち県外進学者は

１，３９０人で１１．２％となっており、３学年で約４２００人の高校生が県外の高校に

通学流出(３年平均で１１％)し、約９００人～１，０００人(約５％前後)の高校生が不本

意ながら県外高校に進学している。
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高校生の県外流出は、県立高校の募集定員枠の不足に起因しており、県民の教育費や、

生徒の学習・クラブ活動の時間、郷土愛も流出させ、さらに「新型コロナウイルス」感染

症の県外感染と県内持ち込みリスク、高校生のみならず県民全体の感染リスクを高め、県

民不安の増大につながっている。

文部科学省(総合教育政策局２０１９年１２月２５日発表【ｅ－Ｓｔａｔ統計で見る日本

】参照)の学校基本調査によると、奈良県の高校進学者１２，５５２人のうち１，４３９人

(１１．４６％)が県外進学とし、この流出率は都道府県別で全国最高値(ワースト１位)で

ある。全国第２位は埼玉県１１．１４％、第３位は神奈川県１０．０１％であり、全国平

均値の５．０４％(国立/公立/私立中学卒業後、高校進学した人数 １，０９８，８７６ 人

のうち県外進学者５５，３８４人)に比べ、県外流出率が非常に高い。

また、総務省統計局(２０２０年２月発表「統計でみる都道府県のすがたＰ８」)の資料

でも、奈良県から他府県への人口流出率は指標値１４．２１(全国第２位)と、全国平均の

指標値４．５７に対して非常に高く、指標値が１０を超えるのは、１位埼玉県(指標値

１４．７７)、３位千葉県(同１３．３８)、４位神奈川県(同１２．４０)と奈良の４県のみ

であり、５位の兵庫県が６．９４であることを鑑みると、奈良県の人口流出は顕著である。

総務省統計局(同「統計でみる都道府県のすがた」)の他の資料でも、奈良県の「人口・

世帯の指標」は、昼夜間人口比率９０．０％(全国４５位)、人口増減率マイナス０．６７

(同２９位)、合計特殊出生率(指標値)１．３３(同４３位)、転出率２．０９％(同１２位、

高い順位ほど多く転出)などとなっており、高校生の県外流出問題への迅速な対策が、人口、

経済、感染症拡大予防など多くの面で有意義な将来対策となる。

今、「新型コロナウイルス」の感染拡大は、社会の在り方を大きく変え、学校教育の在

り方も今後見直さざるを得ない状況を生んでいる。感染症の第２波・第３波への準備が求

められるなか、約４２００人もの高校生が県境を越えて他府県に通学する現状を打開する

ことが、生徒のみならず県民全体の感染リスク対策、県民不安の解消につながる重点施策

である。よって県民共通の喫緊の課題として、以下の施策を要望する。

１．奈良県全体の人口施策や衛生上の観点から、県立高校の募集生徒の定員枠を積極的に

増員すること。

２．「新型コロナウイルス」感染症に対応できるよう、少人数学級をすすめ、学校数を増

やすことも視野に入れ、政府の指針も参考に教員の増員をはかること。


